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備　　前　　市　　施　　策　　評　　価　　シ　　ー　　ト

⑥ 施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）役職 生涯学習課長

03-02-01
氏名

施　策　名
（小項目） 家庭教育

コード 作
成
者 電話

末長章彦
施策に対する成果指標名

単
位

過年度実績

64-1841 H21 H22
目標値

ときめきナビアンケートの回答集計から

H24 50.0

H28 70.0

H23

評価年度 成果指標の計算式の説明
ベンチマークの説明

目標 50.0 50.0 50.0このシート作成に要した時間 1.5 時間 成
果
指
標

実績 34.0 35.0 48.0

この施策の
アピール
ポイント

子どもたちの基本的生活習慣の確立は、幼児期の子どもをもつ家庭での目標。こうした内容の
様々な助成事業へ採択要望し、実施に繋げている。

達成率 68.0

参
考
指
標
①

目標

ときめきナビを家族で活用し
ている世帯の割合 70.0 96.0 － －

－ －ベンチマーク

H24

H28実績

達成率 － －

－ －

この施策の
平成23年度の
施政方針

成人教育についての記載中、「情報誌発行により家庭教育の推進を図る」と記述。

ベンチマーク

参
考
指
標
②

目標

実績

H24

H28

－ －達成率

－ －ベンチマーク

参
考
指
標
③

目標

実績

達成率

－ －

－ －
ベンチマーク

⑦ 目標達成に必要な新規事業（裏面 施策構成事務事業以外の事業）及び連携させる他部署の事業

＜備前市総合計画の内容から記載する＞
実施主体 新規に必要な事業・連携が必要な事業 説明・期待される効果

① 政策の体系
基本目標（大項目） 地域文化とひとが輝くまちづくり

基本施策（中項目） 生きがいのあるまちづくり

② 対象と目的
市内で子育てをしている保護者が、家庭での役割や家庭教育のあり方を考え、こどもたちにいっぱいの愛情をそ
そげる家庭づくり（誰のために、何の

ために） ⑧ 施策の評価
5：非常に高い　4：高い　3：どちらともいえない　2：低い　1：非常に低い

③ 現況と課題
幼児期については、人間形成の基礎が培われる家庭において、発達・成長段階に応じた基本的生活習慣を身につ
けさせることが大切です。少子化や核家族化が進行する中、親同士の連携が少なくなり、育児不安や孤立感が増
大していることから、家庭の役割や責任の重要性を認識し、子どもを持つ親自身が成長していくことが必要。

項　　　目 評価

（総合計画から現在
の問題点を抽出）

1
＜成果指標の妥当性＞
　施策の目的・成果を表現し
ているか？

3 こども情報誌を季節ごとに発行し、保幼小中、幼児クラブ、公民館等に配布し、参加できる行事の案内や家庭でのこどもたちへのアドバイスを内容としている。これの活用を勧める。

判　断　理　由　（なぜ、そのランクと評価したのか）

3
基本的生活習慣の確立を目指し「生活リズム向上応援事業」と、命の大切さを体験する「赤
ちゃん登校日」に取り組んだ。家庭の教育力向上へのアプローチは各種紹介されているが、県
委託事業を積極的に活用し、事業プログラムを吸収、蓄積していきたい。

④ 施策展開
家庭教育機会の増加

2
＜事業構成の適当性＞
　手段は最適か？（総合計画の施策部

分から、実施する施
策を抽出）

　子ども情報センター運営事業

　家庭教育推進事業

進行年度(H24年度)の取組内容
（課 題 解 決 状 況）

家庭情報誌の充実を図るとともに、他事業との関連を深め、青少年教育で実施する子育て懇談会や、
学校支援地域本部事業で「赤ちゃん登校日」を実施する。

⑤ 市民意識調査による施策の重要度・満足度

情報誌ときめきナビは大幅な紙面改良を行い、これを活用する世帯の割合が大きく伸長した。
基本的生活習慣の確立や命の大切さを考える取り組みは、今後も継続していく必要がある。

3
＜施策の有効性＞
　指標分析、評価年度･ 中長
期の達成見込みは？

3

18.7

調査年度 H21 H22 H23 H24

重要度（%） 24.0 23.9 16.5

- 5.6満足度（%） - 11.8 - 1.7 - 3.6

二次評価者コメント
核家族化・少子化の進行により、過干渉か放任かといった、両極端な子育てを見聞
きする。こどもたちに寄り添い、多くの時間をこどもたちと接し語らい、保護者自
身が成長していけるように努めてください。

基本施策への
貢献度

翌年度(H25年度)の取組目標
こどもの保護者の意識は多様で、生活習慣も家族ごとに大きな隔たりがある。こどもの視点に立っ
た、成長段階に応じた保護者のなすべきことを、地域の先輩たちに教えてもらえる仕組みを考える必
要がある。家庭の教育力は地域の教育力で培っていく必要がある。

氏名 岩崎　透

役職 教育次長

調査結果に対するコメン
ト、市民の反応等

子育て支援に対する市民意識調査結果を援用

3 中立

調査対象でない施策
は、市民の反応等

H28

H24

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要
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施策構成事務事業の評価

施策を構成する
事　務　事　業

施策への
貢献度平成22年度 平成23年度 平成24年度

事業
分類

平成21年度
細　　事　　業

事　業　費　等　（単位：千円，人）

直　接
事業費

人件費 人工数 当初予算
☆☆☆☆☆
　　～　☆

直　接
事業費

人件費 人工数
直　接
事業費

人件費 人工数

1,450 0.17家庭教育推進事業 単市 0 1,213 ☆☆☆0 1,836 0.22 00.16 0

子ども情報センター運営事業 単市 646
家庭教育支援事業

1,972 0.26 617 2,312 686 ☆☆☆☆0.25 626 3,079 0.33

646
この施策に費やした資源（単位：千円，人）

平成21年度 平成24年度平成22年度 平成23年度

3,185 0.42 617 3,762 6860.42 626 4,915 0.55

1


